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要旨
　学習成果における学生のエンゲージメントが果たす役割は非常に重要である
との見解は共通認識となっている．日本においても学生のエンゲージメントを
あらわす指標として，自主的な学習時間の確保が不可欠であるとの認識が広
まっている．
　ただし，日本における大学生を対象とした学生のエンゲージメントに関する
研究においては，データ制約などの事情もあり学習成果として客観的指標を用
いた分析は少ない．よって本稿では客観的学習成果指標を用いることを前提に，
本学の学生データとアンケートデータを用いて成績素点と自主学習時間をはじ
めとする学生のエンゲージメント要因，学生個人の属性要因，教育環境要因と
の関係を分析した．
　分析の結果，学生のエンゲージメントの1要素である自主学習時間は学習成
果に対する影響は認められるが，その効果は比較的小さいものであった．一方，
学生のエンゲージメントの他の要因である授業出席回数や授業に関する興味関
心については，自主学習時間よりも学習成果に大きな影響を与えていることが
確認された．
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＊ 本稿の内容・見解は筆者によるものであり，所属機関の見解を示すものではない．また，
本稿の執筆にあたり千葉経済大学の協力を得たことに謝意を表したい．ただし，本稿
に有り得るべき誤りはすべて筆者に帰するものである．
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１．はじめに
　学生の能力向上は大学が目指すべきもっとも重要な目標の一つである．そし
てそのために学生に対して大学が提供することができるサービスには様々なも
のがある．例えば，適切なカリキュラム構成や履修規模，高い教員比率の維持
などはすべて学生の能力向上に寄与し，学生がより高い学習成果を達成するこ
とを期待して用意されるものである．
　さらに大学側が直接提供せずとも学生の学習成果に大きく寄与すると考えら
れる要因も存在する．アメリカにおけるカレッジインパクトに関する研究成果
をまとめたPascarella and Terenzini (2005) では，大学における学習成果（ア
ウトカム）を規定する非常に重要な要素として学生個人の主体的関与（エンゲー
ジメント）をあげている．大学側の提供する教育環境とともに，学生側のエン
ゲージメントが学習成果へ与える影響は非常に大きいということがコンセンサ
スとなっている．
　そして学生のエンゲージメントを高める方策として日本の大学でも注力され
ているのが自主学習時間の増大である．カレッジインパクトに関する研究が多
く展開されてきたアメリカでは1990年代から主張されており，世界的に実施
されている学生エンゲージメント調査（National Survey of Student Engage-
ment, NSSE）においても学生が学業に費やす時間や積極性は学習成果にとっ
て重要な役割を果たすと位置づけられている．
　日本で大学生の学習時間に関する問題意識が広く共有されたのは比較的最近
といえる．2005年には中央教育審議会（以下，中教審）答申において，単位制
度の趣旨に沿った十分な学習量の確保がうたわれた．2007年には東京大学の大
学経営・政策研究センター（CRUMP）による日本版NSSEともいえる「第１
回全国大学生調査」がおこなわれ，大学生の学習時間に関する実態が明らかに
なった．そして大学生の学習時間に関する問題意識が明確に示されたのが2012
年の中教審答申であり，そこで大学教育の質的転換が主張され，自主的な学習
時間の増加・確保が必要であるとの提言がなされた１．
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　ただしその提言以降も大学生の学習時間不足に関して改善はみられていな
い．国立教育政策研究所（2016）やベネッセ（2018），2018年の「第２回全国学
生調査」など多くの報告書で，大学生の自主学習時間の低迷が懸念され続けてい
る２．このような状況の中，学生の能力向上のために自主的に学習する機会の確
保がより一層求められ続けている．千葉経済大学（以下，本学）でも社会人基
礎力の根幹をなす専門知識の向上という見地から，より高い学習成果の達成の
実現を目指して，学生の自主学習時間の実態把握とその向上に取り組んでいる．
　このように様々な取り組みがなされているものの，直感的には明らかである
自主学習時間と学習成果との関係性については，日本においては客観的な指標
を用いた検証が十分になされているわけではない．またアメリカではすでに十
分な客観的，主観的学習成果指標と学習時間との研究結果が報告されているが，
日本においてもそのまま成立すると考えるには注意が必要である．アメリカと
日本では大学システムそのものに大きな差異があり，単位制度をとっても時間
制約に与える影響は異なり，学習時間の性質も違ったものになるはずである．
自主的な学習時間のもつ影響力や学習成果との関係性も同一のものと考えるこ
とは難しい．
　さらに次節以降で詳しく説明するように，アウトカムである学習成果の指標
自体もアメリカと日本では大きく異なっている．もちろんこれまでの日本の先
行研究においても，授業外での学習時間と授業を通じた知識や技能の習熟度合
には高い相関関係があることが確認されているが，これらは学生の成果指標と
して主観的なアンケート調査をもとにしたものが大半となっている．つまり，
日本における客観的な成果指標を用いた研究の蓄積は十分とはいえず，学生エ
ンゲージメントの１要素として重要と考えられている自主学習時間が客観的学
１  中教審答申においては「学修」時間や「学修」成果などと表現されているが，本稿に
おいては以下，「学習」として統一する．
２  大学生の学習時間不足に関する懸念はアメリカでも同様であり，Arum et al.  (2011) 
ではアメリカの大学生の自主学習時間が年々低下傾向にあると指摘されている．
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習成果指標に対する影響を定量的に検証することも必要であると考えられる．
そのため本稿では本学でも重視されている自主学習時間が学習成果に与える影
響を調べるため，学生データと授業評価アンケートデータを用いて，客観的学
習成果指標と自主学習時間の関係性について定量的な分析を試みることで，学
習時間の重要性を再検討する．
　本稿の構成は以下の通りである．まず次節では学習成果と学習時間に関する
先行研究を概観する．そして３節では実証分析に用いるデータと変数の説明を
行い，４節で学習時間の学習成果に対する影響について分析をする．最後の５
節で考察とまとめをおこなう．
２．先行研究と検討課題
　大学教育のアウトカムとインプットの関係を分析した代表的な研究として
Astin (1993, 1999) がある．いわゆるカレッジインパクトに関する研究におけ
る基本モデルともいえるIEO（Input-Environment-Outcome）モデルである．
IEOモデルでは，アウトプットである学習成果は学生の既得属性や熱意などの
インプットと，大学機関が提供する環境要因（スループット）によって規定さ
れると仮定されている．ここから多くの研究成果が生まれ，学生自身の関与と
学生への関与が学習の成果へとつながる「エンゲージメント」という概念が広
く認知されるようになった．
　とくに Pascarella and Terenzini (2005) はAstinのIEOモデルをより精緻化
し，単に大学が提供する教育資源量そのものがもつインパクトはそれほど強い
ものではなく，学生の学習へのエンゲージメントを促進させるような環境整備
がより重要であることを示している．
　エンゲージメントといってもその要素は多様であるが，そのなかでも学習時
間は客観的なエンゲージメント指標として重要であるとされてきた．学習時間
と学習成果に関する代表的な研究としては，Brint and Cantwell (2010) がある．
彼らはカリフォルニア大学のサーベイ調査を用いて，学術的関心やGPAに対し
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て学習時間は強い相関関係をもっていることを示している．また学習時間だけ
ではなくその他の時間の使い方も分析対象としており，ボランティア活動など
は高い学術的関心と相関があることや，学外労働はGPAと強い負の相関がある
ことなど，時間の使途によって学習成果への影響が異なることを指摘している．
またArum and Roksa (2011) では標準化テストスコアを客観的学習成果指標と
して授業外での学習時間を複数にわけてその影響を分析しており，授業外での
一人で行う学習時間が長いほどテストスコアが高くなることを示している３．
　一方，日本における大学生を対象とした先行研究では，学生に対するアンケー
トなどを通じた主観的な学習成果指標を用いたものが中心となっている．主観
的評価指標を用いた分析が多いのは，アメリカとは異なり日本では大学生を対
象とする標準化された学力テストが実施されておらず，学力データの利用が困
難であることが主因としてあげられる４．
　畑野・溝上（2013）は主体的な授業態度をあらわす尺度を用いて，授業内学
習時間，授業外学習時間，自主学習時間との相関関係を推計し，主体的な授業
態度はすべての学習時間と有意な正の相関をもつことを確認している．とくに
授業内学習時間よりも授業外学習時間の方で主体的な授業態度と強い相関があ
り，学生のエンゲージメントとして授業外での学習時間を用いることの妥当性
を示している．
　授業外学習時間を複数の種類にわけて分析したものとしては谷村（2010）が
ある．授業外学習時間が長いほど知識や技能の習得度合いが高くなるという結
果は他の日本の先行研究でも導かれているが，谷村（2010）では学習時間とし
て授業出席時間，授業関連の授業外学習時間，授業とは関係のない授業外学習
３  単独ではなく他の学生と共にした場合の学習時間の増大は，逆に学習成果に対して負
の相関関係を示すことも報告されている．
４  小学校，中学校を対象とした場合には，文部科学省が2007年に調査を開始した「全国
学力・学習状況調査」などの学力データが蓄積されてきている．よって大学生を対象
とした研究とは異なり，これらの学力データのテストスコアを用いた客観的指標を用
いた分析が多くおこなわれるようになってきている．
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時間に区別して，それらの学習成果に対する影響力を分析している．その結果，
授業関連学習時間には学習成果の種類を問わず正の効果があり，授業とは関係
のない授業外学習時間は学習成果指標によって効果の有無が異なっており，授
業外学習時間の区別が重要であることを示唆している．
　これらの研究ではすべて主観的学習成果指標を用いているが，日本で客観的
学習成果指標を用いた学生のエンゲージメントの影響に関する数少ない分析と
しては小方（2008）がある．全国第学生調査の１年生と３年生を対象としたデー
タを用い，他の要因をコントロールしたうえでも学習成果としての成績（優の
割合）が能動的学習，授業外学習時間，授業出席率などの学生のエンゲージメ
ントと有意に正の相関があることが示されている．
　また岡田ほか（2011）では学生を６つの学習スタイル群に分類し，能動的に
学習しているかどうかによって成長感は大きく異なることを示している．また，
積極性や自発的学習が少なくても真面目に授業に取り組み計画的に学習してい
る学生はGPAや成長感が高いことも示している．
　このように学生のエンゲージメントの１要素である学習時間は学習成果に対
して概ね正の効果をもっていると判断できる．とくにアメリカにおいては学習
成果の客観的指標，主観的指標のいずれにおいても学習時間の効果は頑健なも
のであると考えられる．その一方，日本においては学習時間の影響はほとんど
が主観的学習成果指標に限定されており，実証分析としての蓄積が十分とはい
えないと考えられる．
　よって先行研究の知見をふまえたうえで，本稿が設定する検討課題は以下の
２点である．第１は，学生のエンゲージメントの中心的な代理変数として自主
学習時間をとり，アウトカムとして客観性の高い成果指標との関係を確認する
という点である．そして第２は，入学前経験などの学生の属性をあらわす変数
群をコントロールした場合でも，自主学習時間としてとらえた学生のエンゲー
ジメントの影響は十分に強いのかどうかという点である．以下では個票データ
を用いて，これらの検討課題を検証する．
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３．データについて
　本節では学習成果として客観的な指標であるとみなせる科目ごとの成績素点
に対して，学生の当該科目における自主学習時間がどのような影響をもたらし
ているかについて分析する．
　学習成果と自主学習時間の関係を分析するにあたり，まずアウトカムである
学習成果をあらわす指標を定義する必要がある．これまでの先行研究ではアウ
トカムとして様々な指標が用いられてきた．例えばアメリカを中心とする研究
では，一般的能力測定用の標準化テストやGPAなどの客観的指標をアウトカ
ムとして定義するものや，価値観や態度など心理的，道徳的側面での成長を含
めた指標などが用いられている．一方，日本では大学生を対象としたテストス
コアや成績などの直接的な指標を用いた分析はほとんど存在せず，多くはアン
ケートなどを通じた知識や技能取得に関する学生自身の主観的評価指標を用い
ている５．
　学士課程教育における質の保証を考慮すれば，学習成果には多様な要素が含
まれた一般性の高い客観的評価指標を採用すべきであろう６．しかし，日本で
は学習成果指標の計測手法は確立されているとはいえず，アメリカでは広く取
り入れられている標準化テストも存在しない．また日本でおもに使用されるア
ンケートによる主観的学習成果指標については，多くの研究においてすでに学
習時間との正の効果に関してはほぼコンセンサスもとれている．
　よって本稿では学習成果指標としての客観性を重視し，日本の先行研究で
はあまり対象とされてこなかった各科目の成績素点（100点満点）を用いる７．
５  日本においても大学教育に関する学習の主体である学生目線からの全国的データは整
備・活用されていなかったが，「学修者本位の教育への転換」を目指して2019年より，「全
国学生調査」が実施された．よって主観的なデータとしての整備は進んでいる．
６  もちろん客観的指標と主観的指標には一定の相関があることを指摘する研究も多く，
客観的指標そのものを否定しているわけではない．両方を同時に検証しているものと
してはCarini et al.（2006）などがある．
７  本稿での客観的指標とは, 学生が選択した回答ではなく, 学生自身が主観的につけるこ
とができない指標をさす．
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もちろん，これはかなり狭義の学習成果の定義であり，我々が確認できるのは
個々の授業における専門的知識の向上に限定された学習成果に対する学習時間
の影響となる８．
　そして学生のエンゲージメントや属性などのインプットに関する変数として
は，Astin (1993) やPascarella and Terenzini (2005)，小方（2008）などを参考に，
①学生のエンゲージメント要因，②学生個人の属性要因，③教育環境要因のカ
テゴリーに区分して用いる９．これらのカテゴリーに含まれる変数として用い
る主要データは学生データと千葉経済大学が毎期実施している「授業評価アン
ケート」の2019年度前期データである10．
　学生のエンゲージメント要因としては，授業外学習時間，授業出席回数，ア
ンケート項目「Q２：興味関心」を用いる11．授業外学習時間と授業出席回数
は自主的関与の強さの代理変数とする．
　学生個人の属性要因としては，入学時の基礎学力テスト（プレースメントテ
スト）点数，性別（ダミー，女子学生：０，男子学生：１），学年（ダミー），
入試区分（ダミー），個人ダミーである．とくにプレースメントテスト点数は入
学前の学生個人の学力水準をあらわすと考えられ，学習成果水準に大きく影響
していることが予想される．
　教育環境要因は大学や授業に関する組織・環境要因をコントロールするため
に用いる．ただし今回使用するアンケートデータは本学の学生だけを対象とし
８  教育生産関数を推計している研究では，全国学力テストや国際学力調査などのテスト
スコアを用いているものが多い．ただし，対象となるのは小学校３年生，中学校３年生，
高校１年生などに限定される．詳しくは北條（2011）を参照．
９  学生エンゲージメントは広い概念であり，「生徒の学校へのかかわり」「学生の学びへ
の取り組みや関与」「学生と大学の双方が投資した時間，努力およびその他の関連資
源との相互作用」などと定義される（山田，2018）．ただし，本稿においては自主学
習時間などの学生個人の主体的関与的な行動を学生のエンゲージメントとする．
10  この授業評価アンケートの詳細については河原（2019）を参照．
11  授業外学習時間は授業１回あたりに関連する内容を授業以外で学習した時間について
学生が回答した値である．
大学生の学習成果と自主学習時間　黒川・河原
－109－
たものであり，基本的には大学組織としての要因ではなく授業特性や担当教員
要因をコントロールするためのものとなる．これらの使用変数をまとめたもの
が表１である．
　表２は使用変数の基本統計量である．サンプルサイズは7090であり，対象
科目はゼミ科目と通年科目をのぞく全科目である．学習成果である成績素点
は100点満点として，平均は73.1点となっている．授業外学習時間の平均は約
26.7分で，単位制度が想定する学習時間よりもかなり短い時間となっており，
国立教育政策研究所（2016）やベネッセ（2018）の報告結果と同じ状況である
ことがうかがえる12．
　そして変数間の相関係数を推計したものが表３である（性別をのぞく）．た
だし，ここでは10％水準で有意となるもののみを表示している．
　成績素点と正の相関関係があるものとしては授業出席回数，プレースメント
テスト点数があり，かなり弱い正の相関として授業に関する興味関心，教員の
熱意，教授法のわかりやすさが確認できる．一方，成績素点と負の相関関係が
12  アンケート調査における授業外学習時間の回答形式の上限が「120分以上」に設定さ
れており，アンケートデータとして実際の自主学習時間よりも過少計測されてしまっ
ている．実際に「120分以上」と回答した割合は全体の3.9%であった，
　　表 1　分析に用いる変数
ダミ―
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あるのは学年，授業難易度となっている．
　これまでの先行研究で重要な学生のエンゲージメント要因とみなされてきた
授業外学習時間については明確な相関関係は確認できない．一方で，プレース
メントテスト点数の正の相関については，入学前の基礎学力水準が専門的知識
の学習成果獲得と一定の関係があることを示唆している．
　　表 3　相関係数表
 
　しかし，ここで確認したのはあくまでも単純な相関関係のみである．学生の
エンゲージメント要因としての授業外学習時間が客観的学習成果指標に対して
正の影響をもつかどうかについての詳細な分析のためには，他の学生のエン
ゲージメント要因，学生個人の属性要因，教育環境要因をそれぞれコントルー
ルしたうえで確認する必要がある．よって次節ではこれらの変数を用いて，重
　　表２　基本統計量
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回帰分析により自主学習時間の影響を推計する13．
４．分析
　客観的学習成果指標としての成績素点を被説明変数とし，学生のエンゲージ
メント要因，学生個人の属性要因，教育環境要因の変数群を用いて回帰した結
果が表４である．ただし，学生の基礎的学力水準をあらわすプレースメントテ
スト点数については事前に線形を仮定せず，カテゴリカル変数として成績下位
の層から上位の層まで５区分にしたものを用いている．最下層20％グループが
基準となっている． 
　授業外学習時間については表３の結果とは異なり，他の変数をコントロール
すると５％水準で有意に正の相関が確認できる．学習成果に対して授業外学習
時間が正の効果をもっているという先行研究が示唆する結果をサポートするも
のとなる．ただし，係数の大きさはほかのエンゲージメント要因と比較すると
大きいとはいえない． 
　一方，同じく学生のエンゲージメント要因である授業出席回数については
１％水準で有意となっており，成績素点に対して授業の出席回数が強く影響し
ていることが示されている．授業外での自主学習よりも授業に参加して学習す
る方が望ましい可能性がある．また授業に関する興味関心についても1％水準
で有意な結果となっており，先行研究が示すように学生のエンゲージメント要
因としてこれらが学習効果に対して重要であることが示されている．
　学生個人の属性要因としては，まず性別ダミーの係数は１％水準で有意に負
となっている．本学のデータにおいては，専門的知識の獲得という点で男子学
生の習熟率が低いという結果になった．学生の入学以前に形成された一般学力
水準の指標である層別化したプレースメントテストの係数はすべて１％水準で
有意に正であり，成績上位層になるほどその値も大きくなっている．客観的学
13  分析にはSTATA ver. 14を使用している．
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習成果指標である成績素点に対しては，高校までに形成された一般学力水準が
かなり重要な役割を果たしていることを示唆していると考えられる．また科目
特性をコントロールするための教育環境要因としては，授業難易度の係数が有
意に負となっている．
　　　　　　　　表 4　成績素点の回帰分析
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　次に学習成果に対する授業外学習時間のインパクトの大きさを把握するた
めに，推計結果を用いて素点予測値に対する自主学習時間の影響を確認する．
R-squaredとAICを基準に表4（3）列の推計値を使って，成績素点に対する授
業外学習時間の予測効果を計測したものが図1である．ここでは授業外学習時
間の長さが変化したときに成績素点がどの程度変化するかを計測している．図
中の上下のバーは95％信頼区間をあらわしている．
　　　　　　図 1　成績素点予測値に対する授業外学習時間の影響
 
　図１からは，授業外学習時間が増加すると成績素点の予測値が上昇していく
ことが確認される．授業外学習時間が０分のときよりも30分，60分と増加した
ときには成績素点はわずかに上昇する．しかし，その効果は60分を超えてから
は確認できず，自主学習時間が成績素点にあたえるインパクトはそれほど大き
くないという結果になっている．
５．まとめ
　多くの先行研究が指摘しているように，学習成果における学生のエンゲージ
メント（自主的関与）が果たす役割は非常に重要であるとの見解は共通認識と
なっている．そして日本においてもその共通認識のもと，近年では学生のエン
ゲージメントを向上させることを期待して，とくに自主的な学習時間の増加を
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学士課程教育の構築における質保証の手段として掲げている．
　ただし，日本における大学生を対象とした学生のエンゲージメントに関する研
究においては，データ制約などの事情もあり学習成果として客観的指標を用い
た分析は少なく，自主的な学習時間の効果についてはさらなる検証が必要であ
る．よって本稿では客観的学習成果指標を用いることを前提に，本学の学生デー
タとアンケートデータを用いて成績素点と自主学習時間をはじめとする学生のエ
ンゲージメント要因，学生個人の属性要因，教育環境要因との関係を分析した．
　分析の結果，先行研究が示す通り自主学習時間は学習成果に対して正の影響
をもつことが確認された．ただし，その影響は我々が当初想定していたよりも
小さいものであった．また，そのほかの学生のエンゲージメント要因である授
業出席回数と授業に関する興味関心についても学習成果としての成績素点に対
してともに有意に正の関係がみられたことから，学習成果に対する学生のエン
ゲージメント要因の影響は無視できないものであることが示された．
　学生のエンゲージメント要因において，自主学習時間よりも授業出席回数の
方がより明確な関係が確認されたことについては，自主的な学習時間の増大よ
りも，授業そのものの効果や自主的ではない学習時間の増加についてより詳細
な検討が必要であることを示唆している14．例えば，現行の単位制度のもとで
多くの大学が多数の授業科目を週に１度開講しているが，履修科目数が多くな
るにつれて学生が１つの授業に関する学習時間を確保することは困難である．
このような場合，自主的な学習時間の増大で補うのではなく，履修科目数を減
らして授業科目あたりの授業回数または総授業時間を増やすことで学習成果の
獲得を高めることができるかもしれない．あるいは，出席して授業に参加する
という時間を使うことの効果が高いのであれば，学生が効果的に授業外でも学
14  小塩ほか（2009）は中高一貫校を対象とした教育生産関数の推計をしているが，大学
合格実績を教育成果とした場合，その学校に入学する生徒たちの平均的な学力（偏差
値）がもっとも大きく影響し，学校の取り組みの中で統計的に効果が確認されるのは
総授業時間の引き上げだけと報告している．
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習できるように授業で質の高い課題を課し，授業外の学習につなげることも考
えられる．学生には様々なタイプがおり，自主学習で効果的に学習できるタイ
プもいればあまり効果的でない学習をするタイプもいることも考慮する必要が
あろう． 
　また，学生個人の属性要因として基礎学力レベルの重要性も改めて意識する
必要があろう．大学教育による専門的知識を中心とする学習成果の向上には基
礎学力の構築が必要不可欠であることはいうまでもない．入学前，入学後のい
ずれにおいても基礎学力レベルそのものを引き上げることの優先順位は高く，
そのために自主学習時間も含めた学習時間を基礎学力水準引き上げのために配
分する場合の効果も検討すべきであろう．自主学習時間の増加という限定的な
方向ではなく，より効果的な学習時間の増加を考慮する必要がある．
　本稿に残された課題は多い．まず，分析結果は大学内のデータに依存してお
り，外的妥当性に乏しいものとなっている．学部やカリキュラムの差異など制
度的要因を考慮した場合にどのように結果が修正されるかについては検討でき
ておらず，本稿の分析結果を一般化することは困難である．
　また客観的学習成果指標として科目単位の成績素点を用いているが，これは
専門的知識の獲得に偏ったものであり，学習成果を一般的にとらえたとはいえ
ない．今回我々が考慮できたのはあくまでも限定された学習成果であり，専門
的知識に加えコミュニケーション能力など広義でかつ客観性の高い学習成果指
標を用いる工夫が必要であろう15．
　さらに今回のデータはクロスセクションデータであり，大学在学中の学習成果
とその要因の因果関係をより正確に分析するためにはパネルデータを用いた推計
手法も取り入れる必要がある．これらの課題については今後検討していきたい．
15  金子（2013）では学生の優の割合や標準化GPAを用いて授業の効果を分析しているが，
現在の大学における成績は一般的な学習意欲や学習行動・時間などの要因よりも学生
の成績へのこだわりに大きく影響されるとして，教育効果を図るうえで成績評価をも
ちいることに疑問を呈している．
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